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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当り中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員数の平均雇用人員である。 

  

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 89,983 93,159 88,722 181,206 184,696

経常利益 (百万円) 2,219 2,822 3,222 4,454 4,933

中間(当期)純利益 (百万円) 818 1,779 1,472 1,888 2,344

純資産額 (百万円) 42,736 45,434 48,376 45,128 46,753

総資産額 (百万円) 143,166 142,105 138,423 145,048 137,180

１株当り純資産額 (円) 236.60 251.59 268.00 249.69 258.96

１株当り中間(当期) 
純利益 

(円) 4.58 9.85 8.16 10.33 12.98

潜在株式調整後 
１株当り中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.9 32.0 34.9 31.1 34.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,940 875 3,020 10,274 7,540

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,437 △63 △1,838 △2,596 △376

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,514 △2,924 △2,308 △6,483 △8,615

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 2,857 2,950 2,484 5,062 3,610

従業員数 (名) 
1,774 
(451)

1,706
(413)

1,640
(396)

1,751 
(442)

1,676
(414)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 「１株当り純資産額」、「１株当り中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当り中間(当期)純利益」については、

中間連結財務諸表を作成しているため記載していない。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員数の平均雇用人員である。 

４ 第104期の１株当り年間配当額７円には、創立70周年記念配当１円を含んでいる。 

  

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 62,283 64,141 58,033 124,637 123,521

経常利益 (百万円) 1,824 2,642 2,748 3,668 4,202

中間(当期)純利益 (百万円) 946 1,740 1,326 1,897 2,300

資本金 (百万円) 12,778 12,778 12,778 12,778 12,778

発行済株式総数 (株) 180,649,898 180,649,898 180,649,898 180,649,898 180,649,898

純資産額 (百万円) 43,182 45,703 48,470 45,443 47,008

総資産額 (百万円) 112,410 110,808 108,396 113,628 107,109

１株当り中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 6.00 7.00

自己資本比率 (％) 38.4 41.2 44.7 40.0 43.9

従業員数 (名) 
1,147 
(129)

1,107
(111)

1,073
(116)

1,114 
(122)

1,093
(112)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はない。なお、当中間連結会計

期間から、「その他事業」のセグメントで見直しを行い「倉庫事業」を新たなセグメントとしている。変更内容につ

いては、「第５ 経理の状況 １中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載

のとおりである。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員数の当中間連結会計期間における平均雇用人員である。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員数の当中間会計期間における平均雇用人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

食品事業 1,112 (301) 

飼料事業 179 ( 76) 

倉庫事業 53 ( 12) 

その他事業 54 (  7) 

全社 242

合計 1,640 (396) 

従業員数(名) 1,073 (116) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の我が国経済は、企業収益の改善に伴って個人消費が持ち直し、緩やかな回復が続いている

一方、原油価格の高騰が企業の経営を圧迫し始め、また、好調を維持していた世界経済にも停滞の兆しが見られる

など、予断を許さない状況で推移しました。 

食品業界におきましては、安心・安全な製品の提供は企業の当然の責務であるという認識が定着したことで、消

費者からはこれまで以上の高い信頼性が求められるようになり、経営環境は依然として厳しいものとなりました。 

このような状況のなかで、当社グループは中期計画「ＳＨＯＷＡ－ｉｓｍ（イズム）計画」に基づき、製品の安

心・安全や経営の透明性を徹底するとともに、さらなる高付加価値商品の開発・拡販や、生産部門の再編による収

益性の向上に努めてまいりました。 

これらの結果、当中間連結会計期間の売上高は88,722百万円と、前中間連結会計期間に比べ4,437百万円

（4.8％）の減収となりましたが、経常利益は3,222百万円と前中間連結会計期間に比べ400百万円（14.2％）の増益

となりました。なお、中間純利益につきましては、特別損失に固定資産廃棄損、減損損失の計上などにより1,472百

万円と前中間連結会計期間に比べ307百万円（17.3％）の減益となりました。 

  

セグメントの状況 

  

セグメント別の業績は以下のとおりですが、当中間連結会計期間よりセグメントを「食品事業」、「飼料事

業」、「倉庫事業」、「その他事業」の４区分に変更しております。（従来は、「食品事業」、「飼料事業」、

「その他事業」の３区分）なお、対前中間連結会計期間の増減は、前中間連結会計期間の業績を新しいセグメント

に組み替えて表示しております。 

  

＜食品事業＞ 

食品事業では、輸入穀物相場の下落による販売価格の引き下げや、利益率を重視した販売活動を展開したことに

よる販売数量の減少などにより、当中間連結会計期間の売上高は64,544百万円と前中間連結会計期間に比べ4,408百

万円（6.4％）の減収となりましたが、営業利益は2,239百万円と前中間連結会計期間に比べ210百万円（10.4％）の

増益となりました。 

①製粉 

小麦粉は、需要が低迷するなか提案型の営業活動を展開しましたが、販売数量が減少しました。プレミックス

は、新製品の投入や講習会の開催などの販売促進活動を進めた結果、前年同期並みの販売数量を維持しました。ふ

すまについては、輸入量が減少したことにより、堅調に推移しました。 

これらの結果、売上高は18,415百万円（前年同期比3.2％減）となりました。 



②油脂 

油脂は、需要の低迷に加え、海外からの輸入油の増加という厳しい環境のなかで、採算重視で販売を行った結

果、全体の販売数量は減少しましたが、ユーザーとの連携を強化したことにより、プレミアムオイルの分野におい

ては順調に売上を伸ばしました。ミールは、原料相場の下落もあり、売上が減少しました。業務用食材は、ミック

スが低調だったものの、パスタに関しては伸長しました。 

これらの結果、売上高は18,105百万円（前年同期比12.2％減）となりました。 

③ぶどう糖 

糖化製品は、厳しい市場競争のなかでシェアの維持に努めた結果、水あめの出荷がやや減少したものの、異性化

糖の出荷が好調に推移し、全体の販売数量は前年同期を上回りました。乾燥でん粉の販売数量は、主にビール向け

が不調となり、大幅に減少しました。また、主原料であるとうもろこしの価格が低迷するなかで、引き続き製品価

格の適正化に努めました。 

これらの結果、売上高は13,988百万円（前年同期比1.6％増）となりました。 

④家庭用食品 

家庭用食品部門は、収益を重視した営業活動を行いました。家庭用小麦粉、パスタについては販売数量が減少し

ましたが、主力の天ぷら粉、お好み焼き粉、ホットケーキミックス等については年間の販売計画に基づいた提案型

の企画営業を推進し、また、９月には新製品を投入するなど拡販を進めました。食用油は、大容量サラダ油の販売

数量が伸び悩みました。ギフトセットは、市場全体が縮小するなか、オレインリッチギフト等のプレミアムオイル

ギフトを中心に拡販に努め、好調に推移しました。また、家庭用米や保存用食品の販売数量は前年同期を下回りま

した。 

これらの結果、売上高は12,535百万円（前年同期比10.6％減）となりました。 

⑤冷凍食品 

冷凍食品は、コンビニエンスストア向けのスナック用商品の販売が好調に推移しましたが、惣菜用では鳥インフ

ルエンザの影響からチキン関連商品の販売が低迷しました。 

これらの結果、売上高は1,499百万円（前年同期比1.6％減）となりました。 

＜飼料事業＞ 

配合飼料は、関東地区で発生した鳥インフルエンザによる取引先の飼育羽数減少の影響を受けるなかで、収益性

を重視した販売活動を展開した結果、販売数量が減少しました。また、蛋白質原料が高騰したため価格改定を実施

し、適正な価格維持に努めました。これらの結果、配合飼料の売上高は減収となりました。 

鶏卵は、上半期後半で鶏卵相場が下がりましたものの、上半期通じての販売価格は前年同期を上回り、増収とな

りました。 

これらの結果、飼料事業の当中間連結会計期間の売上高は21,011百万円と前中間連結会計期間に比べ493百万円

（2.4％）の増収となりました。 

一方、営業利益は、昨年度実施しました飼料事業構造改革の効果により販売コストが削減されました結果、201百

万円と前中間連結会計期間に比べ211百万円の増益となりました。 



＜倉庫事業＞ 

穀物サイロ関連では、非遺伝子組換え穀物の増加による収容効率の悪化や、飼料用穀物および搾油用大豆の備蓄

削減による保管積数の減少などの影響を受けるなか、主要取引先の安定確保を目指し、当社の強みでもある全国有

数の荷役量を活かした営業活動を行った結果、荷役量は増加しましたが、海上運賃の下落により付帯収入が減少

し、売上高は減収となりました。冷凍倉庫では、輸入貨物等の保管積数が前期に比べ増加した結果、増収となりま

した。 

これらの結果、倉庫事業の当中間連結会計期間の売上高は1,752百万円と前中間連結会計期間に比べ15百万円

（0.9％）の増収となりました。 

一方、営業利益は、当中間連結会計期間で972百万円と前中間連結会計期間に比べ38百万円（3.9％）の減益とな

りました。 

＜その他事業＞ 

不動産関連では、賃貸ビルの賃料収入は前年同期並みでしたが、当社旧札幌支店跡地で実施した分譲マンション

事業がほぼ終了したこともあり、売上高は減収となりました。 

これらの結果、その他事業の当中間連結会計期間の売上高は1,414百万円と前中間連結会計期間に比べ536百万円

（27.5％）の減収となり、営業利益も723百万円と前中間連結会計期間に比べ87百万円（10.8％）の減益となりまし

た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益2,600百万円に減価償却費

等の調整を加え、税金等の支払を行った結果、合計では3,020百万円の資金を得ることができ、前中間連結会計期間

に比べ2,145百万円(245.2%)の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得に1,982百万円の資金を使用したことなどによ

り、合計では1,838百万円の支出となり、前中間連結会計期間に比べ1,774百万円(2,796.2%)支出が増加しました。 

財務活動によるキャッシュ・フローについては、これらで得たフリー・キャッシュ・フロー1,182百万円と現預金

の取崩しにより、借入金の返済及び配当金の支払等を行った結果、合計で2,308百万円の支出となりましたが、前中

間連結会計期間に比べ615百万円（21.1％）支出が減少しました。 

以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は2,484百万円となり、前中間連結会計期

間末に比べ465百万円(15.8%)の減少となりました。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりとなります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 金額は製造原価によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 当該内容は、製品ベースの生産実績によっております。なお、倉庫事業、その他事業は生産活動を行っていないため、記

載しておりません。 

４ 飼料事業の生産実績には、平成16年10月度より当社神戸工場において配合飼料生産を中止した影響（原料処理能力18,500

ｔ/月）を含んでおります。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは、受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりとなります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 総販売実績に対する輸出高の割合が10％未満のため、記載を省略しております。 

４ 総販売実績に対する主要な取引先の販売実績の割合が10％未満のため、記載を省略しております。 

５ 当中間連結会計期間において「事業の種類別セグメント」の事業区分を変更しているため、前年同期比欄は前中間連結会

計期間のセグメント情報を、当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法により区分したものと比較して記載して

おります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

食品事業 41,570 △9.1 

飼料事業 6,945 △31.8 

合計 48,516 △13.2 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

食品事業 64,544 △6.4 

飼料事業 21,011 2.4 

倉庫事業 1,752 0.9 

その他事業 1,414 △27.5 

合計 88,722 △4.8 



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループでは、顧客ニーズに適合する商品開発や高付加価値食品素材の開発、中長期的な視点での新製品や新

技術の開発、製品の安全性の確保を主眼に研究開発活動を展開しております。 

研究開発機関としては当社の総合研究所、同バイオ研究センター、同鹿島研究センター、食品開発センター、同西

部分室、飼料技術センターおよび関係会社の技術開発セクターなどがあるほか、グループ外においては研究開発力、

事業化推進力などの強化に努めるため、大学や公的研究機関との連携や研究プロジェクトの参加、異業種との交流を

活発に行っております。 

なお、各セグメントにおける当中間連結会計期間の研究開発成果、研究開発費は以下のとおりです。 

  

＜食品事業＞ 

当中間連結会計期間において、国内産小麦を利用したパンミックス、蒸しパン等のベーカリーミックス類、大豆粉

を配合した揚げ物用バッターミックス等の製品を開発しました。これらは業務用として主に食品加工メーカーやコン

ビニエンスストアに供給しております。家庭用としては、「豆乳で作る大豆ホットケーキミックス」等の粉ミックス

類６種と、「食物繊維が入ったのむ大豆」等の新製品、スパゲッティのリニューアル製品を販売しました。 

この他、小麦、トウモロコシ、大豆など当社グループが扱う穀物原料やその副産物を利用し、機能性成分の探索や

微生物、酵素を利用した改質などの食品新素材の開発研究を行なっております。 

なお、食品事業に係る研究開発費は449百万円です。 

  

＜飼料事業＞ 

当中間連結会計期間において、豚用飼料で加熱処理した「加熱ＩＦ子豚」などの新銘柄を販売しました。 

この他、畜産用イソマルトオリゴ糖関連商品群の畜産物ならびに水産物への影響に関する研究開発活動を展開して

おります。 

なお、飼料事業に係る研究開発費は43百万円です。 

  

(注) 基礎的研究開発費346百万円については、セグメント分類上全社費用として取り扱っております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はない。また、前連結会計年度末における設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは以下のとおりで

ある。 

 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの名称 

設備の内容
投資額
(百万円) 

完了年月 
完成後の
増加能力 

九州昭和産業㈱ 
八代工場

(熊本県八代市) 
飼料事業

飼料生産
設備新設 

725 平成17年8月 
生産能力
8,000ｔ増/月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりである。 

『当会社の発行する株式の総数は、７億2,000万株とする。ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数

を減ずる。』 

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 720,000,000

計 720,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 180,649,898 180,649,898

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 

――― 

計 180,649,898 180,649,898 ――― ――― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 日商岩井株式会社は平成16年４月１日付でニチメン株式会社と合併し、商号を双日株式会社に改めている。上記双日株式会

社の所有株式数には、株主名簿上は名義書換未完了のため日商岩井株式会社名義となっているが、実質的には双日株式会社

が保有している770千株が含まれている。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 180,649,898 ― 12,778 ― 3,270

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

伊藤忠食糧販売㈱ 愛知県名古屋市中区錦１丁目５－11 17,372 9.6

双日㈱ 東京都港区赤坂６丁目１－20 11,525 6.4

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関３丁目７－３ 8,545 4.7

㈱千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 7,875 4.4

三井物産㈱ 
(常任代理人  資産管理サービ
ス信託銀行㈱) 

東京都千代田区大手町１丁目２－１
(東京都中央区晴海１丁目８－12 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーZ棟） 

7,700 4.3

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１丁目13－２ 5,515 3.1

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 5,169 2.9

ユアサ・フナショク㈱ 千葉県船橋市宮本３丁目10－３ 5,049 2.8

㈱カーギルジャパン 
東京都千代田区丸の内３丁目２－３
富士ビル 

4,701 2.6

㈱みずほ銀行 
(常任代理人  資産管理サービ
ス信託銀行㈱) 

東京都千代田区内幸町１丁目１－５
(東京都中央区晴海１丁目８－12 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーZ棟） 

4,596 2.5

計 ――― 78,049 43.2



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 証券保管振替機構名義の株式は37,400株であり、「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に37,000株(議決権37個)、

「単元未満株式」欄の普通株式に400株含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式637株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)ある。なお、当該株式数は上記

「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式のうちに含まれている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第一部における株価である。 

  

  

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 139,000

― ― 

(相互保有株式) 
普通株式 37,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

178,918,000 
178,918 ― 

単元未満株式 
普通株式 

1,555,898 
― ― 

発行済株式総数 180,649,898 ― ― 

総株主の議決権 ― 178,918 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
昭和産業㈱ 

東京都千代田区内神田 
２丁目２－１ 

139,000 ― 139,000 0.08

(相互保有株式) 
共同輸送㈱ 

宮城県仙台市宮城野区蒲生
２丁目１－５ 

37,000 ― 37,000 0.02

計 ――― 176,000 ― 176,000 0.10

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 313 312 308 319 333 323

最低(円) 283 297 296 300 307 304



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。 

役職の異動 

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 
管理部門統轄、財務部・
環境・コンプライアンス
担当、経営企画部長・情
報システム部長 

常務取締役
管理部門統轄、財務部・情
報システム部・環境・コン
プライアンス担当、経営企
画部長 

横 澤 正 克 平成17年12月1日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに前中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、見真監査法人により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

資産の部                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     3,023   2,547    3,688  

２ 受取手形及び売掛金     26,148   23,899    25,267  

３ たな卸資産     19,368   16,548    15,310  

４ 繰延税金資産     528   467    587  

５ その他     1,969   1,936    1,984  

６ 貸倒引当金     △361   △343    △358  

流動資産合計     50,676 35.7  45,056 32.5   46,479 33.9

Ⅱ 固定資産                

(1) 有形固定資産 ※１              

１ 建物及び構築物 ※２   36,527   35,122    35,436  

２ 機械装置及び 
  運搬具 ※２   17,547   18,048    17,179  

３ 土地 ※２   20,409   19,557    19,931  

４ 建設仮勘定     275   698    442  

５ その他     1,198   1,220    1,109  

有形固定資産合計     75,958 53.4  74,647 54.0   74,099 54.0

(2) 無形固定資産     431 0.3  456 0.3   402 0.3

(3) 投資その他の資産                

１ 投資有価証券 ※２   11,835   15,487    13,237  

２ 長期貸付金     2,488   1,385    2,219  

３ 固定化営業債権     448   1,130    385  

４ その他 ※２   1,757   1,678    1,784  

５ 貸倒引当金     △1,490   △1,420    △1,428  

投資その他の 
資産合計     15,039 10.6  18,262 13.2   16,199 11.8

固定資産合計     91,429 64.3  93,366 67.5   90,701 66.1

資産合計     142,105 100.0  138,423 100.0   137,180 100.0

                 



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

負債の部                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形及び買掛金 ※２   14,996   13,576    14,298  

２ 短期借入金 ※２   32,040   28,110    31,465  

３ コマーシャル 
  ペーパー     6,400   3,000    2,700  

４ 未払法人税等     1,446   703    1,683  

５ 賞与引当金     972   944    988  

６ 預り金     2,596   2,367    2,340  

７ 設備関係支払手形     1,730   3,164    1,484  

８ その他 ※２   4,535   4,596    4,555  

流動負債合計     64,717 45.5  56,464 40.8   59,515 43.4

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金 ※２   17,839   18,464    16,435  

２ 繰延税金負債     4,371   6,199    4,770  

３ 退職給付引当金     3,442   2,883    3,291  

４ 役員退職慰労引当金     728   599    799  

５ 連結調整勘定     117   61    96  

６ その他 ※２   4,194   4,068    4,197  

固定負債合計     30,693 21.6  32,277 23.4   29,590 21.6

負債合計     95,410 67.1  88,741 64.2   89,106 65.0

少数株主持分                

少数株主持分     1,260 0.9  1,305 0.9   1,321 0.9

資本の部                

Ⅰ 資本金     12,778 9.0  12,778 9.2   12,778 9.3

Ⅱ 資本剰余金     9,007 6.3  9,007 6.5   9,007 6.6

Ⅲ 利益剰余金     21,251 15.0  22,025 15.9   21,816 15.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     2,412 1.7  4,602 3.3   3,178 2.3

Ⅴ 自己株式     △15 △0.0  △36 △0.0   △26 △0.0

資本合計     45,434 32.0  48,376 34.9   46,753 34.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計     142,105 100.0  138,423 100.0   137,180 100.0

                 



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     93,159 100.0  88,722 100.0   184,696 100.0

Ⅱ 売上原価     75,424 81.0  70,871 79.9   150,322 81.4

売上総利益     17,735 19.0  17,851 20.1   34,373 18.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   14,613 15.7  14,330 16.2   28,915 15.6

営業利益     3,122 3.3  3,520 3.9   5,457 3.0

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   20    11   36    

２ 受取配当金   126    140   154    

３ 持分法による 
  投資利益   50    62   83    

４ その他   274 472 0.5 227 441 0.5 646 920 0.5

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   229    199   436    

２ コマーシャル 
  ペーパー利息   0    0   1    

３ 退職給付費用   352    352   705    

４ その他   189 772 0.8 187 739 0.8 301 1,445 0.8

経常利益     2,822 3.0  3,222 3.6   4,933 2.7

Ⅵ 特別利益                

１ 固定資産売却益 ※２ 80    0   203    

２ 投資有価証券売却益   298    146   429    

３ ゴルフ会員権売却益   8    ―   10    

４ その他   ― 387 0.4 3 149 0.2 ― 643 0.3

Ⅶ 特別損失                

１ 固定資産廃棄損 ※３ 102    237   347    

２ 固定資産売却損 ※４ 2    83   369    

３ 減損損失 ※５ ―    354   ―    

４ 子会社株式消却損   ―    0   ―    

５ 子会社株式評価損   ―    19   ―    

６ 投資有価証券評価損   7    1   7    

７ ゴルフ会員権評価損   29    2   31    

８ 貸倒引当金繰入額   ―    73   ―    

９ 飼料工場閉鎖損 ※６ ― 141 0.1 ― 772 0.9 646 1,402 0.8

税金等調整前 
中間(当期)純利益     3,068 3.3  2,600 2.9   4,174 2.2

法人税、住民税 
及び事業税   1,319    526   1,993    

法人税等調整額   △56 1,263 1.4 601 1,128 1.2 △253 1,740 0.9

少数株主損失     ― ―  0 0.0   ― ―

少数株主利益     26 0.0  ― ―   89 0.0

中間(当期)純利益     1,779 1.9  1,472 1.7   2,344 1.3

                 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,007 9,007   9,007

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  9,007 9,007   9,007

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   20,587 21,816   20,587

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間(当期)純利益 1,779 1,779 1,472 1,472 2,344 2,344

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 1,083 1,263 1,083 

２ 役員賞与 31 ― 31 

(うち監査役分) (4) 1,115 (―) 1,263 (4) 1,115

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  21,251 22,025   21,816



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間 
  (当期)純利益 

 3,068 2,600 4,174

２ 減価償却費  2,800 2,685 5,690

３ 減損損失  ― 354 ―

４ 連結調整勘定償却額  △7 △11 △27

５ 退職給付引当金の 
  増減額(減少は△) 

 △337 △408 △487

６ 役員退職慰労引当金の 
増減額(減少は△) 

 △38 △199 31

７ 貸倒引当金 
  (貸倒による貸付金減少額 
  を含む)の増減額 

 27 63 14

８ 受取利息及び受取配当金  △147 △151 △190

９ 支払利息  230 199 438

10 為替差損益(利益は△)  37 60 1

11 持分法による投資利益  △50 △62 △83

12 固定資産売却損益 
  (利益は△) 

 23 320 513

13 有価証券及び投資有価証券 
の売却損益・評価損 
(利益は△) 

 △290 △144 △421

14 子会社株式消却損  ― 0 ―

15  子会社株式評価損  ― 19 ―

16  飼料工場閉鎖損  ― ― 646

17 売掛債権の 
  増減額 (増加は△) 

 △350 1,367 530

18 たな卸資産の 
  増減額 (増加は△) 

 △2,004 △1,236 2,027

19 仕入債務の 
  増減額 (減少は△) 

 △826 △826 △2,374

20 役員賞与の支払額  △34 ― △34

小計  2,101 4,630 10,447

21 利息及び配当金の受取額  230 186 272

22 利息の支払額  △281 △201 △497

23 法人税等の支払額  △812 △1,564 △1,250

24 その他  △362 △30 △1,433

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 875 3,020 7,540



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △73 ― △78

２ 定期預金の払出による収入  ― 15 ―

３ その他短期投融資に係る 
  支出 

 △1 △56 ―

４ その他短期投融資に係る 
  収入 

 ― ― 296

５ 投資有価証券取得による 
  支出 

 △6 △7 △21

６ 投資有価証券売却による 
  収入 

 1,130 316 1,297

７ 有形固定資産の取得による 
  支出 

 △1,225 △1,982 △2,597

８ 有形固定資産の売却による 
収入(撤去費含む) 

 111 23 770

９ 有形固定資産の廃棄による 
支出(撤去費含む) 

 △40 △119 △179

10 その他長期投融資に係る 
  支出 

 △49 △129 △211

11 その他長期投融資に係る 
  収入 

 91 102 346

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △63 △1,838 △376

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金 
  (コマーシャルペーパーを 
  含む)の増減額(減少は△) 

 1,620 645 △4,690

２ 長期借入金の 
  調達による収入 

 1,000 2,500 2,000

３ 長期借入金の 
  返済による支出 

 △4,443 △4,169 △4,813

４ 配当金の支払額  △1,083 △1,263 △1,083

５ 少数株主への 
  配当金の支払額 

 △10 △9 △10

６ 自己株式の取得による支出  △6 △9 △18

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,924 △2,308 △8,615

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  △2,112 △1,125 △1,452

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 5,062 3,610 5,062

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 2,950 2,484 3,610

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 10社 

  主要な連結子会社の名称 

  昭産商事㈱、敷島スターチ㈱、

九州昭和産業㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 10社 

  主要な連結子会社の名称 

  昭産商事㈱、敷島スターチ㈱、

九州昭和産業㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 10社 

  主要な連結子会社の名称 

  「第１ 企業の概況」の４関係

会社の状況に記載しているため

省略している。 

 (2) 主要な非連結子会社名 

  昭産運輸㈱ 

  (連結の範囲から除いた理由) 

  非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等はいず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

る。 

 (2) 主要な非連結子会社名 

  昭産運輸㈱ 

  (連結の範囲から除いた理由) 

同左 

 (2) 主要な非連結子会社名 

  昭産運輸㈱ 

  (連結の範囲から除いた理由) 

  非連結子会社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰

余金(持分に見合う額)等はいず

れも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためである。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社の

数 ２社 

  主要な会社等の名称 

   鹿島サイロ㈱ 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社の

数 ２社 

  主要な会社等の名称 

   鹿島サイロ㈱ 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社の

数 ２社 

  主要な会社等の名称 

   鹿島サイロ㈱ 

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要な

会社等の名称 昭産運輸㈱ 

  (持分法を適用しない理由) 

  持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社については中間

連結純損益及び連結利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除

外している。 

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要な

会社等の名称 昭産運輸㈱ 

  (持分法を適用しない理由) 

同左 

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要な

会社等の名称 昭産運輸㈱ 

  (持分法を適用しない理由) 

  持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社については連結

純損益及び連結利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外

している。 

 (3) 他の会社等の議決権の20％以

上50％以下を自己の計算におい

て所有しているにもかかわらず

関連会社としなかった当該他の

会社等の名称 

  大日本甘味㈱、高尾製粉製麺

㈱、東播麺業㈱ 

 (3) 他の会社等の議決権の20％以

上50％以下を自己の計算におい

て所有しているにもかかわらず

関連会社としなかった当該他の

会社等の名称 

同左 

 (3) 他の会社等の議決権の20％以

上50％以下を自己の計算におい

て所有しているにもかかわらず

関連会社としなかった当該他の

会社等の名称 

同左 

  (関連会社としなかった理由) 

  上記３社が商品売買の選択に関

して当社から何ら制限を受けて

いないこと、また、当社の関係

者が上記３社の役員に就任して

いないことから、上記３社は財

務上及び営業または事業の方針

の決定に関して重要な影響を受

けていないと認められるためで

ある。 

  (関連会社としなかった理由) 

同左 

  (関連会社としなかった理由) 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社のうち、木田製粉

㈱、㈱内外製粉、昭和冷凍食品

㈱、昭和鶏卵㈱の中間決算日は

６月30日、昭産開発㈱の中間決

算日は８月31日である。中間連

結財務諸表の作成にあたっては

同日現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っている。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社のうち、木田製粉

㈱、㈱内外製粉、昭和冷凍食品

㈱、昭和鶏卵㈱の決算日は12月

31日、昭産開発㈱の決算日は２

月28日である。連結財務諸表の

作成にあたっては同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ている。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ) 有価証券 

     その他有価証券 

     時価のあるもの…中間決

算末日の市場価格等に基

づく時価法 

     (評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却

原価は主として移動平均

法により算定) 

     時価のないもの…移動平

均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ) 有価証券 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ) 有価証券 

     その他有価証券 

     時価のあるもの…決算期

末日の市場価格等に基づ

く時価法 

     (評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却

原価は主として移動平均

法により算定) 

     時価のないもの…移動平

均法による原価法 

  (ロ) デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び債

務)…時価法 

  (ロ) デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び債

務)…同左 

  (ロ) デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び債

務)…同左 

  (ハ) たな卸資産 

     製品・商品・仕掛品…主

として先入先出法による

原価法 

     原料・貯蔵品…主として

移動平均法による原価法 

  (ハ) たな卸資産 

同左 

  (ハ) たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産 

   建物(除く建物附属設備)及び

貸与資産の一部 

     ……定額法 

   その他の有形固定資産 

     ……定率法 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物 ８～50年

機械装置及び 
運搬具 

６～15年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   無形固定資産 

   自社利用のソフトウェア 

     ……利用実態に応じた利

用可能期間(５年)に

基づく定額法 

   無形固定資産 

同左 

   無形固定資産 

同左 

   その他の無形固定資産 

     ……定額法 

    

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金 

    売掛金、貸付金等の債権の

貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

している。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   貸倒引当金 

同左 

   賞与引当金 

    従業員の賞与支給に備える

ため、その支給見込額のう

ち当中間連結会計期間の負

担額を計上している。 

   賞与引当金 

同左 

   賞与引当金 

    従業員の賞与支給に備える

ため、翌期における支給見

込額のうち当期負担額を計

上している。 

   退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、主として当連結会計

期間末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

いる。会計基準変更時差異

については当社及び連結子

会社１社は10年による按分

額を、その他の連結子会社

は適用初年度にて全額を費

用処理をしている。数理計

算上の差異及び過去勤務債

務については、当社はその

発生時の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数

(10年)による定額法によ

り、連結子会社は発生時に

費用処理している。 

    なお、数理計算上の差異に

ついて当社は、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理している。 

   退職給付引当金 

同左 

   退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、主として当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき計上している。会計

基準変更時差異については

当社及び連結子会社１社は

10年による按分額を、その

他の連結子会社は適用初年

度にて全額を費用処理して

いる。数理計算上の差異及

び過去勤務債務について

は、当社はその発生時の従

業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数(10年)による

定額法により、連結子会社

は発生時に費用処理してい

る。 

    なお、数理計算上の差異に

ついて当社は、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費

用処理している。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   役員退職慰労引当金 

    当社は役員及び執行役員

の退職慰労金の支給に備

えて、各々の支給内規に

基づく中間期末要支給額

相当額を、また役員退職

慰労金規定のある連結子

会社は退職慰労金の支給

に備えて、支給内規に基

づく中間期末要支給額相

当額を計上している。 

   役員退職慰労引当金 

    当社は役員及び執行役員の

退職慰労金制度を平成17年

６月29日開催の定時株主総

会終結の時をもって廃止

し、これまでの在任期間に

応じた退職慰労金を計上し

ている。当該引当金残高

は、各役員及び執行役員の

退職時に支給し、取崩すこ

ととしている。 

    なお、役員退職慰労金規定

のある連結子会社は、支給

内規に基づく中間期末要支

給額相当額を計上してい

る。 

   役員退職慰労引当金 

    当社は役員及び執行役員の

退職慰労金の支給に備え

て、各々の支給内規に基づ

く期末要支給額相当額を、

また役員退職慰労金規定の

ある連結子会社は退職慰労

金の支給に備えて、支給内

規に基づく期末要支給額相

当額を計上している。 

 (4) 重要な外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してい

る。 

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

 (4) 重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。 

 (5) 重要なリース取引の処理方

法 

   リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってい

る。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ) ヘッジ会計の方法 

     外貨建予定取引に係る為

替予約及び通貨オプショ

ンは繰延ヘッジ処理によ

っている。また、ヘッジ

会計の要件を満たす金利

スワップについては特例

処理を採用している。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (イ) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ・ヘッジ手段 

     …デリバティブ取引(為

替予約取引、通貨オ

プション取引及び金

利スワップ取引) 

  (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ・ヘッジ手段 

     …同左 

  (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ・ヘッジ手段 

     …同左 

    ・ヘッジ対象 

     …実行される可能性が

高い外貨建予定取引

及び金利変動リスク

又はキャッシュ・フ

ロー変動リスクに晒

されている借入金・

債券 

    ・ヘッジ対象 

     …同左 

    ・ヘッジ対象 

     …同左 



  

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (ハ) ヘッジ方針 

     当社及び連結子会社は、

各々の内部規定に基づ

き、原料輸入に係る為替

変動リスクならびに借入

金・債券に係るキャッシ

ュ・フロー変動リスク、

借入金に係る金利変動リ

スクをヘッジしている。 

     なお、為替予約、通貨オ

プションは外貨建債務の

範囲内、金利スワップは

資金調達額又は債券運用

額の範囲内で取り組んで

おり、投機目的の取引は

行わない方針である。 

  (ハ) ヘッジ方針 

同左 

  (ハ) ヘッジ方針 

同左 

  (ニ) ヘッジの有効性評価の方

法 

     為替予約、通貨オプショ

ンは外貨建予定取引の為

替相場の変動によるキャ

ッシュ・フロー変動を相

殺するものであるため、

ヘッジの有効性評価を省

略している。 

     また、金利スワップにつ

いてもヘッジ会計の特例

処理を採用しているため

ヘッジの有効性評価を省

略している。 

  (ニ) ヘッジの有効性評価の方

法 

同左 

  (ニ) ヘッジの有効性評価の方

法 

同左 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によってい

る。 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の処理方法 

同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期的な投資からなっ

ている。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

 ―――――――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を当中間連結会計期

間から適用している。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は354百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除している。 

  

 ―――――――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

   額      151,931百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

   額      152,267百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

   額      150,761百万円 

※２ 担保資産 

 (1) 短期借入金１百万円の担保と

して財団抵当に供しているの

は次のとおりである。 

建物及び 
構築物 

22,294百万円

機械装置 
及び運搬具 

13,463  

土地 1,878  

  37,636  

※２ 担保資産 

 (1)    ――――― 

  

※２ 担保資産 

 (1)    ――――― 

  

 (2) 短期借入金966百万円、長期

借入金21百万円、預り敷金返

還債務1,938百万円、買掛債

務他30百万円の担保に供して

いるものは次のとおりであ

る。 

建物及び 
構築物 

3,024百万円

機械装置 
及び運搬具 

427  

土地 1,078  

投資有価証券 29  

投資その他の
資産 

   

「その他」 20  

  4,579  

 (2) 短期借入金538百万円、長期

借入金265百万円、預り敷金

返還債務1,673百万円、買掛

債務他34百万円の担保に供し

ているものは次のとおりであ

る。 

建物及び
構築物 

3,010百万円

機械装置
及び運搬具 

396

土地 395

投資有価証券 35

投資その他の
資産 

「その他」 25

  3,862

 (2) 短期借入金800百万円、長期

借入金15百万円、預り敷金返

還債務1,673百万円、買掛債

務他130百万円の担保に供し

ているものは次のとおりであ

る。 

建物及び
構築物 

3,731百万円 

機械装置
及び運搬具 

1,761  

土地 622  

投資有価証券 31  

投資その他の
資産 

   

「その他」 25  

6,171  

３ 偶発債務 

 保証債務 

相手先 摘要 
金額 
(百万円)

(関係会社) 
スワン 
デザート㈱ 
他２件 

銀行 
借入金等 

377

(取引先関係) 
㈲ピック 
ファーム室岡 
他18件 

銀行 
借入金等 

508

計 ― 886

３ 偶発債務 

 保証債務 

相手先 摘要
金額
(百万円)

(関係会社) 
スワン 
デザート㈱ 
他２件 

銀行
借入金等

353

(取引先関係)
㈲ピック 
ファーム室岡
他28件 

銀行
借入金等

732

計 ― 1,086

３ 偶発債務 

 保証債務 

相手先 摘要 
金額 
(百万円)

(関係会社)
スワン 
デザート㈱ 
他２件 

銀行 
借入金等 

366 

(取引先関係)
㈲ピック 
ファーム室岡
他27件 

銀行 
借入金等 

714 

計 ― 1,080 



  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日現在) 

 保証予約 

相手先 摘要 
金額 
(百万円)

(関係会社) 
田中製餡㈱ 

銀行 
借入金 

500

 保証予約 

相手先 摘要
金額
(百万円)

(関係会社) 
田中製餡㈱ 

銀行
借入金 

500

 保証予約 

相手先 摘要 
金額 
(百万円)

(関係会社)
田中製餡㈱ 

銀行 
借入金 

500 

 経営指導念書 

相手先 摘要 
金額 
(百万円)

(関係会社) 
鹿島サイロ㈱ 

銀行 
借入金 

110

 経営指導念書 

相手先 摘要
金額
(百万円)

(関係会社) 
鹿島サイロ㈱

銀行
借入金 

77

 経営指導念書 

相手先 摘要 
金額 
(百万円)

(関係会社)
鹿島サイロ㈱

銀行 
借入金 

94 

(注) 保証債務のうち当社負担額を

記載している。 

(注)     同左 (注)     同左 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

イ 発送配達費 4,916百万円

ロ 販売諸費 462 

ハ 広告宣伝費 556 

ニ 社員給料 2,214 

ホ 賞与金 305 

ヘ 賞与引当金 
  繰入額 

625 

ト 減価償却費 781 

チ 退職給付 
  費用 

361 

リ 役員退職 
  慰労引当金 
  繰入額 

74 

ヌ 貸倒引当金 
  繰入額 

37 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

イ 発送配達費 4,870百万円

ロ 販売諸費 581

ハ 広告宣伝費 437

ニ 社員給料 2,087

ホ 賞与金 344

ヘ 賞与引当金
  繰入額 

581

ト 減価償却費 758

チ 退職給付
  費用 

359

リ 役員退職
  慰労引当金 
  繰入額 

36

ヌ 貸倒引当金
  繰入額 

13

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主なもの 

イ 発送配達費 9,737百万円

ロ 販売諸費 1,057 

ハ 広告宣伝費 1,095 

ニ 社員給料 4,166 

ホ 賞与金 1,197 

ヘ 賞与引当金 
  繰入額 

634 

ト 減価償却費 1,602 

チ 退職給付
  費用 

696 

リ 役員退職
  慰労引当金 
  繰入額 

150 

ヌ 貸倒引当金 
  繰入額 

17 

※２ このうち主なものは、土地の

売却によるものである。 

※２ このうち主なものは、機械装

置及び運搬具の売却によるも

のである。 

※２ このうち主なものは、事業用

土地及び事務所の売却による

ものである。 

※３    ――――― ※３ このうち主なものは、機械装

置及び運搬具の廃棄である。 

※３ このうち主なものは、飼料技

術センターの移転に伴う、建

物の廃棄である。 

※４ このうち主なものは、車両運

搬具の売却によるものであ

る。 

※４ このうち主なものは、事業用

土地の売却によるものであ

る。 

※４ このうち主なものは、土地の

売却によるものである。 

※５    ――――― ※５  

 (1) 減損損失を認識した資産グル

ープの概要 

   場所：栃木県那須郡那須町 

    用途 厚生施設 

    種類 土地、建物及び構築 

       物、その他 

   場所：兵庫県津名郡五色町他 

      ５件 

    用途 遊休地 

    種類 土地 

金額 土地 104百万円

 建物及び
構築物 

71百万円

  その他 3百万円

  合計 179百万円

金額 土地 175百万円

  合計 175百万円

※５    ――――― 



  

  

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   (2) 資産のグルーピングの方法 

   事業用資産については管理会

計上の事業を基本とし、遊休

資産・厚生施設については、

当該資産単独で資産のグルー

ピングを行っている。 

 (3) 減損損失の認識に至った経緯 

   上記資産は市場価額が著しく

下落しているため、帳簿価額

を回収可能価額まで減額して

いる。 

 (4) 回収可能価額の算定方法 

   路線価・固定資産税評価額を

合理的に調整した価額に基づ

き評価している。 

  

※６    ――――― ※６    ――――― ※６ 飼料工場閉鎖損の内容は、次

のとおりである。 

固定資産廃棄損 598百万円

固定資産売却損 10 

その他   
（リース解約金等） 37 

合計 646 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,023百万円

計 3,023 

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△73 

現金及び 
現金同等物 

2,950 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,547百万円

計 2,547

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△63

現金及び 
現金同等物 

2,484

  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,688百万円 

計 3,688 

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△78 

現金及び
現金同等物 

3,610 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(1) 借手側 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円) 

  

その他
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  

  
合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 527   615   1,143

減価償却累
計額相当額 296   372   668

中間期末 
残高相当額 230   243   474

(1) 借手側 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  

機械装置
及び 
運搬具
(百万円)

その他
(工具器
具備品)
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 473 556 1,029

減価償却累
計額相当額 319 424 743

中間期末 
残高相当額 153 132 285

(1) 借手側 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

機械装置
及び 
運搬具
(百万円)

 

その他
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  

  
合計 
  

(百万円)

取得価額
相当額 532  612   1,144

減価償却累
計額相当額

333  428   761

期末残高
相当額 198  184   382

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  (注) 上記の( )内書は、転貸

リースに係る未経過リース

料中間期末残高相当額であ

る。 

１年内 
261 百万円 
(79 百万円)

１年超 
485 百万円 
(192 百万円)

合計 
746 百万円 
(271 百万円)

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  (注)   同左 

１年内 
225 百万円
(59 百万円)

１年超 
251 百万円
(133 百万円)

合計 
477 百万円
(192 百万円)

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

  (注) 上記の( )内書は、転貸

リースに係る未経過リース

料期末残高相当額である。 

１年内
237 百万円 
(68 百万円)

１年超
376 百万円 
(162 百万円)

合計
613 百万円 
(231 百万円)

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 99 百万円

減価償却費 
相当額 

99 百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 137 百万円

減価償却費
相当額 

137 百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 193 百万円

減価償却費
相当額 

193 百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

  (注) 取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相

当額は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の

割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定して

いる。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  (注)   同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  (注) 取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残

高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」に

より算定している。 



  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 貸手側 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

  

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円) 

  

その他
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  

  
合計 
  

(百万円)

取得価額 266   33   299

減価償却 
累計額 148   14   163

中間期末 
残高 118   18   136

(2) 貸手側 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

  

機械装置
及び 
運搬具
(百万円)

その他
(工具器
具備品)
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 403 53 457

減価償却 
累計額 178 16 195

中間期末 
残高 225 36 261

(2) 貸手側 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

 ① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

機械装置
及び 
運搬具
(百万円)

 

その他
(工具器
具備品) 
(百万円) 

  

  
合計 
  

(百万円)

取得価額 362  43   406

減価償却
累計額 178  15   193

期末残高 184  27   212

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  (注) 上記の( )内書は、転貸

リースに係る未経過リース

料中間期末残高相当額であ

る。 

１年内 
133 百万円 
(80 百万円)

１年超 
299 百万円 
(192 百万円)

合計 
433 百万円 
(273 百万円)

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  (注)   同左 

１年内 
146 百万円
(59 百万円)

１年超 
362 百万円
(133 百万円)

合計 
509 百万円
(192 百万円)

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

  (注) 上記の( )内書は、転貸

リースに係る未経過リース

料期末残高相当額である。 

１年内
142 百万円 
(68 百万円)

１年超
339 百万円 
(162 百万円)

合計
482 百万円 
(231 百万円)

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 29 百万円

減価償却費 25 百万円

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 46 百万円

減価償却費 48 百万円

 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 60 百万円

減価償却費 56 百万円

  (注) 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高及び見積

残存価額の合計額が当該合

計額及び営業債権中間期末

残高の合計額に占める割合

が低いため、「受取利子込

み法」により算定してい

る。 

  (注)   同左   (注) 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料

期末残高及び見積残存価額

の合計額が当該合計額及び

営業債権期末残高の合計額

に占める割合が低いため、

「受取利子込み法」により

算定している。 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

   株式 4,189 8,260 4,071

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

(1) 非上場株式 
  (店頭売買株式を除く) 

2,983

  (うち関係会社株式) (1,970)

(2) その他 591

合計 3,575

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

     株式 4,018 
  

11,779 7,760

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

(1) 非上場株式 3,115

  (うち関係会社株式) (2,115)
 

(2) その他 591

合計 3,707



前連結会計年度末(平成17年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

     株式 4,168 9,532 5,363

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

(1) 非上場株式 
  (店頭売買株式を除く) 

3,116

  (うち関係会社株式) (2,103)

(2) その他 588

合計 3,705



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(通貨関連) 

  

 注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引     先物為替相場による。 

２ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象から

除いている。 

３ ヘッジ会計を適用している取引については、注記の対象から除いている。 

  

(金利関連) 

金利関連のデリバティブ取引については金利スワップ取引を利用しているが、すべての取引についてヘッジ会計

の特例処理を適用しているため、注記の対象から除いている。 

  

種類 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日現在) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引    

 買建    

 米ドル 382 ― 388 5

合計 382 ― 388 5



デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(通貨関連) 

  

 注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引     先物為替相場による。 

   通貨オプション取引  契約を締結している取引銀行から提示された価格による。 

２ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象から

除いている。 

３ ヘッジ会計を適用している取引については、注記の対象から除いている。 

    ４ 通貨オプション取引における括弧書きは、中間連結貸借対照表に計上した支払オプション料である。 

  

(金利関連) 

金利関連のデリバティブ取引については金利スワップ取引を利用しているが、すべての取引についてヘッジ会計

の特例処理を適用しているため、注記の対象から除いている。 

  

種類 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日現在) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引    

 買建    

 米ドル 70 ― 71 1

通貨オプション取引    

 買建    

 コール    

 米ドル 
160 
(2) 

―
(―)

5 3

合計 
230 
(2) 

―
(―)

77 4



デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(通貨関連) 

  

 注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引     先物為替相場による。 

２ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象から

除いている。 

３ ヘッジ会計を適用している取引については、注記の対象から除いている。 

  

(金利関連) 

金利関連のデリバティブ取引については、金利スワップ取引を利用しているが、すべての取引についてヘッジ会

計の特例処理を適用しているため、注記の対象から除いている。 

  

前へ     

種類 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日現在) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引    

 買建    

 米ドル 784 ― 813 28

合計 784 ― 813 28



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

  

  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

食品事業 
(百万円) 

飼料事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

68,952 20,518 3,688 93,159 ― 93,159

(2) セグメント間の内部 
売上高または振替高 

1,543 80 1,149 2,773 (2,773) ―

計 70,496 20,598 4,838 95,933 (2,773) 93,159

営業費用 68,467 20,608 3,015 92,091 (2,053) 90,037

営業利益又は 
営業損失(△) 

2,029 △10 1,822 3,841 (719) 3,122

  

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

食品事業 
(百万円) 

飼料事業
(百万円) 

倉庫事業
（百万円）

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

64,544 21,011 1,752 1,414 88,722 ― 88,722

(2) セグメント間の内部 
売上高または振替高 

963 159 759 208 2,090 (2,090) ―

計 65,507 21,171 2,511 1,623 90,813 (2,090) 88,722

営業費用 63,268 20,969 1,538 899 86,676 (1,474) 85,201

営業利益 2,239 201 972 723 4,137 (616) 3,520



  

(注) １ 事業区分は、売上集計区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 食品事業…………小麦粉、ミックス、パスタ、植物油、脱脂大豆、コーンスターチ、ぶどう糖、冷凍食品等 

(2) 飼料事業…………配合飼料、単味飼料、鶏卵他畜産物等 

(3) 倉庫事業…………倉庫業（荷役・保管等） 

(4) その他事業………事業用・商業用ビル等賃貸、保険代理業、自動車等リース業等 

３ 「消去又は全社」に含めた金額及び内容は以下のとおりである。 

  

  

（事業区分の変更） 

 従来、事業区分については３事業区分（食品事業、飼料事業、その他事業）としていたが、当中間連結会計期間より「その他

事業」から「倉庫事業」を分割し、４事業区分（食品事業、飼料事業、倉庫事業、その他事業）に再編している。これは、当社

グループの事業実態をより詳細に表示し、セグメント情報の有用性を高める為に行なったものである。 

 なお、前中間連結会計期間および前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法に

より区分したものは次のとおりである。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

食品事業 
(百万円) 

飼料事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

134,784 42,930 6,981 184,696 ― 184,696

(2) セグメント間の内部 
売上高または振替高 

2,679 76 2,143 4,899 (4,899) ―

計 137,464 43,007 9,124 189,596 (4,899) 184,696

営業費用 134,070 43,051 5,600 182,722 (3,484) 179,238

営業利益又は 
営業損失(△) 

3,393 △43 3,523 6,873 (1,415) 5,457

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目
に含めた配賦不能営
業費用の金額 

(百万円) 

678 624 1,330
企業集団の広告に要
した費用、基礎的研
究開発費 



  

  

  

【所在地別セグメント情報】 

本国以外の国又は地域に所在する連結子会社はない。 

  

【海外売上高】 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため記載を省略している。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

食品事業 
(百万円) 

飼料事業 
(百万円) 

倉庫事業
（百万円）

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

68,952 20,518 1,737 1,951 93,159 ― 93,159

(2) セグメント間の内部 
売上高または振替高 

1,543 80 859 301 2,784 (2,784) ―

計 70,496 20,598 2,596 2,252 95,944 (2,784) 93,159

営業費用 68,467 20,608 1,585 1,441 92,102 (2,065) 90,037

営業利益又は 
営業損失(△) 

2,029 △10 1,011 811 3,841 (719) 3,122

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

食品事業 
(百万円) 

飼料事業 
(百万円) 

倉庫事業
（百万円）

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

134,784 42,930 3,411 3,569 184,696 ― 184,696

(2) セグメント間の内部 
売上高または振替高 

2,679 76 1,625 534 4,917 (4,917) ―

計 137,464 43,007 5,037 4,103 189,613 (4,917) 184,696

営業費用 134,070 43,051 3,096 2,521 182,740 (3,501) 179,238

営業利益又は 
営業損失(△) 

3,393 △43 1,941 1,582 6,873 (1,415) 5,457



(１株当り情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

特記事項はない。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当り純資産額 251.59円 １株当り純資産額 268.00円 １株当り純資産額 258.96円

１株当り中間純利益 9.85円 １株当り中間純利益 8.16円 １株当り当期純利益 12.98円

潜在株式調整後１株当り中間純利益

は、潜在株式が存在しないため記載

していない。 

同左 潜在株式調整後１株当り当期純利益

は、潜在株式が存在しないため記載

していない。 

(注)１株当り中間純利益の算定上の

基礎 

  中間連結損益計算書上の中間純

利益 

1,779百万円 

  普通株式に係る中間純利益 

1,779百万円 

  普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳 

   該当事項なし 

  普通株式の期中平均株式数 

180,602,072株 

  

(注)１株当り中間純利益の算定上の

基礎 

  中間連結損益計算書上の中間純

利益 

1,472百万円 

  普通株式に係る中間純利益 

1,472百万円 

  普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳 

同左 

  普通株式の期中平均株式数 

180,529,440株 

  

(注)１株当り当期純利益の算定上の

基礎 

  連結損益計算書上の当期純利益 

2,344百万円 

  

  普通株式に係る当期純利益 

2,344百万円 

  普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳 

同左 

  普通株式の期中平均株式数 

180,581,954株 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

飼料畜産事業再構築の一環として、

当社 神戸工場における配合飼料生

産を平成16年10月末より中止し、他

社への委託生産に切り替えている。 

これに伴い、当連結会計年度におい

て固定資産除却損約800百万円を特

別損失に計上する見込みである。 

   ――――――――――    ―――――――――― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金     1,758 1,858   2,882 

受取手形     835 690   713 

売掛金     16,404 14,935   15,453 

たな卸資産     16,247 13,187   12,244 

繰延税金資産     412 372   490 

その他     1,066 1,240   1,353 

貸倒引当金     △119 △119   △120 

流動資産合計     36,605 33.0 32,165 29.7   33,017 30.8

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 
※１ 
※２ 

        

建物     26,580 25,260   25,715 

機械装置     14,728 14,680   14,368 

土地     13,607 13,636   13,834 

建設仮勘定     273 659   219 

その他     4,235 4,034   4,059 

有形固定資産 
合計 

    59,425 53.7 58,271 53.7   58,197 54.3

無形固定資産     343 0.3 319 0.3   306 0.3

投資その他の 
資産 

          

投資有価証券     9,319 12,756   10,557 

関係会社株式     3,722 3,841   3,827 

その他     2,749 2,403   2,559 

貸倒引当金     △1,357 △1,362   △1,356 

投資その他の 
資産合計 

    14,434 13.0 17,639 16.3   15,587 14.6

固定資産合計     74,203 67.0 76,230 70.3   74,092 69.2

資産合計     110,808 100.0 108,396 100.0   107,109 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

買掛金     10,057 8,557   8,919 

短期借入金 ※２   18,160 15,954   18,701 

コマーシャル 
ペーパー 

    6,400 3,000   2,700 

預り金     2,192 1,932   2,100 

設備関係 
支払手形 

    1,727 2,711   1,307 

賞与引当金     723 754   787 

その他     5,043 4,078   5,134 

流動負債合計     44,304 40.0 36,989 34.1   39,650 37.0

Ⅱ 固定負債           

長期借入金     12,492 13,247   11,651 

繰延税金負債     4,607 6,435   5,006 

退職給付 
引当金 

    1,992 1,452   1,816 

役員退職慰労 
引当金 

    502 417   546 

その他     1,206 1,382   1,430 

固定負債合計     20,800 18.8 22,936 21.2   20,450 19.1

負債合計     65,105 58.8 59,925 55.3   60,100 56.1

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     12,778 11.5 12,778 11.8   12,778 11.9

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金     3,270 3,270   3,270 

その他資本 
剰余金 

    5,736 5,736   5,736 

資本剰余金 
合計 

    9,007 8.1 9,007 8.3   9,007 8.4

Ⅲ 利益剰余金           

任意積立金     16,081 18,770   16,081 

中間(当期) 
未処分利益 

    5,479 3,411   6,039 

利益剰余金 
合計 

    21,560 19.5 22,182 20.4   22,120 20.7

            

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    2,372 2.1 4,539 4.2   3,129 2.9

Ⅴ 自己株式     △15 △0.0 △36 △0.0   △26 △0.0

資本合計     45,703 41.2 48,470 44.7   47,008 43.9

負債・ 
資本合計 

    110,808 100.0 108,396 100.0   107,109 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

売上高     64,141 100.0 58,033 100.0   123,521 100.0

売上原価     50,559 78.8 44,547 76.8   97,628 79.0

売上総利益     13,582 21.2 13,485 23.2   25,892 21.0

販売費及び一般管理費     10,755 16.8 10,549 18.2   21,281 17.3

営業利益     2,826 4.4 2,936 5.0   4,611 3.7

営業外収益 ※１   439 0.7 405 0.7   747 0.6

営業外費用 ※２   623 1.0 593 1.0   1,155 0.9

経常利益     2,642 4.1 2,748 4.7   4,202 3.4

特別利益 ※３   362 0.6 147 0.3   616 0.5

特別損失 
※４ 
※５ 

  124 0.2 565 1.0   981 0.8

税引前中間(当期) 
純利益 

    2,880 4.5 2,331 4.0   3,838 3.1

法人税、住民税及び 
事業税 

  1,155   417 1,748   

法人税等調整額   △15 1,139 1.8 587 1,004 1.7 △209 1,538 1.2

中間(当期)純利益     1,740 2.7 1,326 2.3   2,300 1.9

前期繰越利益     3,738 2,085   3,738 

中間(当期) 
未処分利益 

    5,479 3,411   6,039 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   その他有価証券 

   a.時価のあるもの 

    …中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   その他有価証券 

   a.時価のあるもの 

    …同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   その他有価証券 

   a.時価のあるもの 

    …決算期末日の市場価格等

に基づく時価法 

     (評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定) 

   b.時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

   子会社株式及び関連会社株式 

    …移動平均法による原価法 

   b.時価のないもの 

    …同左 

   子会社株式及び関連会社株式 

    …同左 

   b.時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

   子会社株式及び関連会社株式 

    …移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権(及び債務) 

    …時価法 

 (2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権(及び債務) 

同左 

 (2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権(及び債務) 

同左 

 (3) たな卸資産 

   製品・商品・仕掛品…… 

     先入先出法による原価法 

   原料・貯蔵品…… 

     移動平均法による原価法 

 (3) たな卸資産 

同左 

 (3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   建物(除く建物附属設備)及び

貸与資産の一部 

   ………定額法 

   その他の有形固定資産 

   ………定率法 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物 ８～50年

機械装置 ７～15年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェア 

   ………利用実態に応じた利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法 

   その他の無形固定資産 

   ………定額法 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 



  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売掛金、貸付金等の債権の貸

倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備えるた

め、その支給見込額のうち当

中間会計期間の負担額を計上

している。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備える

ため、翌期における支給見

込額のうち当期負担額を計

上している。 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当会計期間末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上してい

る。 

会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用

処理している。 

数理計算上の差異及び過去勤

務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理して

いる。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、それぞれ発生の翌期

から費用処理している。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当会計期間末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上している。 

   会計基準変更時差異について

は、10年による按分額を費用

処理している。 

   数理計算上の差異及び過去勤

務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数(10年)によ

る定額法により費用処理して

いる。 

   なお、数理計算上の差異につ

いては、それぞれ発生の翌期

から費用処理している。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員及び執行役員の退職慰労

金の支給に備えて、役員退職

慰労金の支給内規及び執行役

員退職慰労金の支給内規に基

づく中間期末要支給額相当額

を計上している。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員及び執行役員の退職慰労

金制度を平成17年６月29日開

催の定時株主総会終結の時を

もって廃止し、これまでの在

任期間に応じた退職慰労金を

計上している。当該引当金残

高は、各役員及び執行役員の

退職時に支給し、取崩すこと

としている。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員及び執行役員の退職慰労

金の支給に備えて、役員退職

慰労金の支給内規及び執行役

員退職慰労金の支給内規に基

づく期末要支給額相当額を計

上している。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務について

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務について

は、決算期末日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理してい

る。 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

   外貨建予定取引に係る為替

予約及び通貨オプションは

繰延ヘッジ処理によってい

る。また、ヘッジ会計の要

件を満たす金利スワップに

ついては特例処理を採用し

ている。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

   ………デリバティブ取引(為

替予約取引、通貨オ

プション取引及び金

利スワップ取引) 

  ・ヘッジ対象 

   ………実行される可能性が高

い外貨建予定取引及

び金利変動リスク又

はキャッシュ・フロ

ー変動リスクに晒さ

れている借入金・債

券 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

   ………同左 

  

  

  

  ・ヘッジ対象 

   ………同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ・ヘッジ手段 

   ………同左 

  

  

  

  ・ヘッジ対象 

   ………同左 

 (3) ヘッジ方針 

   当社内部規定に基づき、原

料輸入に係る為替変動リス

クならびに借入金・債券に

係るキャッシュ・フロー変

動リスク、借入金に係る金

利変動リスクをヘッジして

いる。 

   なお、為替予約、通貨オプ

ションは外貨建債務の範囲

内、金利スワップは資金調

達額又は債券運用額の範囲

内で取り組んでおり、投機

目的の取引は行わない方針

である。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   為替予約、通貨オプション

は外貨建予定取引の為替相

場の変動によるキャッシ

ュ・フロー変動を相殺する

ものであるため、ヘッジの

有効性評価を省略してい

る。また、金利スワップに

ついてもヘッジ会計の特例

処理を採用しているためヘ

ッジの有効性評価を省略し

ている。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の処理方法 

  消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっている。な

お「仮受消費税等」及び「仮払

消費税等」は相殺し、「流動負

債(その他)」に含めている。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の処理方法 

同左 

７ その他財務諸表作成のための重

要な事項 

  消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっている。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ―――――――――――― （固定資産の減損に係る会計基

準） 

 固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準

委員会  平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６

号）を当中間会計期間から適

用している。 

 これにより税引前中間純利

益は179百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額につ

いては、改正後の中間財務諸

表等規則に基づき当該各資産

の金額から直接控除してい

る。 

 ――――――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日現在) 
当中間会計期間末

(平成17年９月30日現在) 
前事業年度末 

(平成17年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産減

価償却累計額 

123,734百万円 123,500百万円 122,217百万円 

※２ 担保資産       

    有形固定資産 37,636百万円をもって工場

財団を組成し、短期借入金

１百万円の担保に供してい

る。 

 ――――――――――  ―――――――――― 

 ３ 偶発債務       

  (1) 保証債務 

  

相手先 摘要 金額
(百万円)

(関係会社)    

昭産開発㈱
預り敷金 
返還債務 1,938

㈱昭産ビジネ
スサービス 

銀行等 
借入金 16,045

㈱内外製粉
銀行等 
借入金 637

九州昭和産業
㈱他３件 

銀行借入金
等 165

小計 ― 18,785

(取引先関係)    

㈲川瀬養鶏場 
他13件 

銀行借入金
等 260

小計 ― 260

計 ― 19,046

相手先 摘要 金額
(百万円)

(関係会社)   

昭産開発㈱
預り敷金
返還債務 1,673

㈱昭産ビジネ
スサービス 

銀行等
借入金 14,740

㈱内外製粉
銀行等
借入金 494

九州昭和産業
㈱他３件 

銀行借入金
等 119

小計 ― 17,028

(取引先関係)   

㈲ケイアイフ
ァウム 

他24件

銀行借入金
等 515

小計 ― 515

計 ― 17,544   

相手先 摘要 金額 
(百万円)

(関係会社)    

昭産開発㈱ 預り敷金 
返還債務 1,673

㈱昭産ビジネ
スサービス 

銀行等 
借入金 14,545

㈱内外製粉 銀行等 
借入金 525

九州昭和産業
㈱他３件 

銀行借入金
等 142

小計 ― 16,887

(取引先関係)    

川嶋畜産
他23件 

銀行借入金
等 484

小計 ― 484

計 ― 17,372

  (2) 保証予約 相手先 摘要 金額
(百万円)

(関係会社)    

田中製餡㈱ 銀行借入金 500

相手先 摘要 金額
(百万円)

(関係会社)   

田中製餡㈱ 銀行借入金 500

相手先 摘要 金額 
(百万円)

(関係会社)    

田中製餡㈱ 銀行借入金 500

  (3) 経営指導念書 相手先 摘要 金額
(百万円)

(関係会社)    

鹿島サイロ㈱ 銀行借入金 110

相手先 摘要 金額
(百万円)

(関係会社)   

鹿島サイロ㈱ 銀行借入金 77

相手先 摘要 金額 
(百万円)

(関係会社)    

鹿島サイロ㈱ 銀行借入金 94

   (注) 保証債務のうち当

社負担額を記載し

ている。 

 (注)   同左  (注)   同左 



(中間損益計算書関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のう

ち重要なもの 
      

受取利息 8百万円 5百万円 16百万円 

有価証券利息 5 〃 0 〃 5 〃 

※２ 営業外費用のう

ち重要なもの 
      

支払利息 168百万円 144百万円 317百万円 

コマーシャル 
ペーパー利息 

0 〃 0 〃 1 〃 

退職給付費用 324 〃 324 〃 648 〃 

※３ 特別利益のうち

重要なもの 
      

固定資産 
売却益 
(主に土地) 

80百万円 0百万円 203百万円 

投資有価証券 
売却益 

273 〃 145 〃 403 〃 

ゴルフ会員権 
売却益 

8 〃 ― 〃 10 〃 

※４ 特別損失のうち

重要なもの 
      

固定資産 
廃棄損 
(主に建物・ 
機械装置) 

88百万円 209百万円 294百万円 

固定資産 
売却損 
(主に土地) 

― 〃 81 〃 3 〃 

減損損失 ― 〃 179 〃 ― 〃 

子会社株式 
評価損 

― 〃 17 〃 ― 〃 

投資有価証券
評価損 

7 〃 1 〃 7 〃 

ゴルフ会員権 
評価損 

29 〃 1 〃 29 〃 

貸倒引当金 
繰入額 

― 〃 73 〃 ― 〃 

飼料工場 
閉鎖損 

― 〃 ― 〃 646 〃 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※５ 減損損失 

  

 ―――――――――― 

  

(1)減損損失を認識した資

産グループの内容 

 ―――――――――― 

  

    場所 栃木県那須郡那須町 

用途 厚生施設 

種類 土地、建物、その他 

(2)資産のグルーピングの

方法 

事業用資産については管理

会計上の事業を基本とし、

遊休資産・厚生施設につい

ては、当該資産単独で資産

のグルーピングを行なって

いる。 

(3)減損損失の認識に至っ

た経緯 

上記資産は市場価額が著し

く下落しているため、帳簿

価額を回収可能価額まで減

額している。 

(4)回収可能価額の算定方

法 

路線価・固定資産税評価額

を合理的に調整した価額に

基づき評価している。 

金額 土地 104百万円

建物 67百万円

その他 6百万円

合計 179百万円

  

減価償却実施額       

有形固定資産 2,223百万円 2,086百万円 4,507百万円 

無形固定資産 57 〃 55 〃 112 〃 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
車輌 
運搬具 
(百万円) 

  
工具器
具備品 
(百万円) 

  その他 
(百万円)   

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 92   328   57   478

減価償却 
累計額 
相当額 

45   211   24   281

中間期末 
残高 
相当額 

47   117   32   197

  
車輌 
運搬具 
(百万円) 

 
工具器
具備品
(百万円)

 
その他
(百万円)

 
合計
(百万円)

取得価額 
相当額 98  248  57  404

減価償却 
累計額 
相当額 

57  179  29  266

中間期末 
残高 
相当額 

41  68  28  138

 
車輌
運搬具
(百万円)

 
工具器
具備品 
(百万円) 

  その他 
(百万円)   

合計
(百万円)

取得価額
相当額 94  278   57   430

減価償却
累計額 
相当額 

51  200   27   278

期末残高
相当額 43  78   30   151

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 77百万円

１年超 119百万円

合計 197百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 53百万円

１年超 85百万円

合計 138百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 59百万円

１年超 92百万円

合計 151百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 42百万円

減価償却費相当額 42百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 32百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 83百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中間期末

残高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」に

より算定している。 

(注)     同左 (注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、有

形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してい

る。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末 (平成16年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項なし。 

  

当中間会計期間末 (平成17年９月30日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項なし。 

  

前事業年度末 (平成17年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項なし。 

  

(１株当り情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため記載していない。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

特記事項はない。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

飼料畜産事業再構築の一環として、

当社 神戸工場における配合飼料生

産を平成16年10月末より中止し、他

社への委託生産に切り替えている。 

これに伴い、当事業年度において固

定資産除却損約800百万円を特別損

失に計上する見込みである。 

―――――――――――――――― ―――――――――――――――― 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第104期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

    平成17年６月29日 
    関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月13日

昭和産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和産

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。 

中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人

は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、昭和産業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

見真監査法人 

代 表 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  吉  野  隆  雄  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  佐 久 間     宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月12日

昭和産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和産業株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、昭和産業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１）会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２）（セグメント情報）〔事業の種類別セグメント情報〕の（事業区分の変更）に記載のとおり、セグメント情報の有用性を高め

るため、会社は事業区分を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

見真監査法人 

代 表 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  吉  野  隆  雄  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  佐 久 間     宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月13日

昭和産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和産

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第104期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、昭和産業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

見真監査法人 

代 表 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  吉  野  隆  雄  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  佐 久 間     宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月12日

昭和産業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている昭和産業株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第105期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、昭和産

業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準

により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

見真監査法人 

代 表 社 員 
業務執行社員 

 公認会計士  吉  野  隆  雄  ㊞ 

業務執行社員  公認会計士  佐 久 間     宏  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 
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